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経済学研究 50-2
北海送大学 2000.9

人事異動システムと情報技術
一一一日米比較

柴田裕通

1.はじめに

不況が続く 1990年代以降，多くの日本企業は

人事制度の改定を進めている。とりわけ総額人

件費を下げるために，また成果に基づくメリハ

リのある処遇を行うために，賃金・査定(人事

考課)制度の見麗しが盛んである。最近の調査

研究も，人事制度全般の変化とともに，賃金・査定

期j度が年齢・勤続重視から成果重視に移行しつ

つあることを明らかにしている (Sano[1993J， 

Shibata [2000J，島田 [1994J，都留・守島・奥

西[1999])。
賃金・査定制度とともに，重要な人事労務管

理のひとつが人事異動である O 入社した従業員

は，研修を受けた後に職場へ配属される。配属

先の職場で一定諮問仕事をした後，人事異動と

いうかたちで職場をかわる。それぞれの職場で

の指導・管理のもと従業員は仕事を行い，その

仕事は上司によって評価され，評価は昇給と昇

格昇進に反映される O すなわち，いかなる識場

に異動し，どのような仕事が割り当てられるか

は，賃金・査定の決定に極めて大きな影響を及

ぼす。希望しない職場への異動でいやな仕事を

させられ，そのうえ悪い評価を受けるのは，従

業員本人ばかりでなく経営側にとっても望むと

ころではなし、。

企業内での従業員間競争が一層厳しくなるな

か，人事異動におけるひとつのポイントは，そ

の「プロセス」と「決定Jにおいて，個人の

「参画jがし、かに実現されているかにある。多

くの日本の従業員は，賃金格差が今後ある程度

拡大するのはやむをえないと考えている。しか

し，賃金・査定に影響を及ぼす人事異動のプロ

セスが，どのように従業員に公開されているか。

また，誰がどのように人事異動を最終的に決定

しているのか。いいかえれば，人事異動のプロ

セスと決定において，鶴人の希望がいかに反映

され，その選択が確保されているかは，より競

争的な賃金・査定制度を従業員に納得させるう

えで，重要なポイントとなる1)。

この論文では，日米企業の人事異動がどのよ

うに行われているかを，プロセス・決定・参麗

の視点から分析する。具体的には，人事異動を

定期人事異動と不定期人事異動にわけで検討し，

とくに最近臼本企業で導入されはじめた社内人

材公募制に焦点をあて考察を進める 2)。また情

報の即時性・公開性・共有化と参画を促進する

情報技箭(尾高 [2000])が，人事異動システ

ムにおいてどのように用いられているかを明ら

かにする。

2. r人事異動システムJに罰するこれまでの
調査研究

1)守島[1999Jは同様の視点から，インセンティブシス

テムにおける結果の公平泣から過程の公平性への移

行の重要性を指摘している。

2 )この論文では，キャリア形成・能力調発を目的に経

営側が計題約に従業員を異動させることを定期人事

異動とよび，人材の過不足や従業員本人の希望など

により必要に応じて異動を行うことを不定期人事異

動とよぶ。人事異動の時期を4月とか10月に決めて

いるだけでは，定期人事異動とはよiまないこととす

る。
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最近のアメリカでは，人事異動システムに関

する調査研究はあまりみあたらない。関心が低

いあらわれかもしれなし、。アメリカ企業の人事

異動は，公開性と参爵の観点から次の 2つに

分類される。ひとつは，管理職がインフォーマ

ルに異動対象者を探す「クローズシステム」で

ある。この方法では管理職に強い権践が与えら

れており，人事異動におけるスピードの早さと

経営側のコントロールの強さに利点がある。も

うひとつは， ジョブポスティングといわれる宇土

内人材公募制を用いた「オープンシステム」で

ある。この方法には従業員参加と，従業員への

より平等な応募機会の提供という護れた点があ

る。しかし，公募のプロセスに時間と管理コス

トがかかることが難点である。企業がいずれの

システムをとるかは，それぞれの組織(職場)

の自的，規範，価値観に依存する (Heneman

et al. [1989J， Milkovich and Boudreau 

[1997J)。
多くの日本企業では，クローズシステムによ

る定期・不定期人事異動が一般である。最近で

は自己申告制度，オープンシステムの社内人材

公募制が導入されつつあるが，社内人材公募制

はあくまでも経営主導のクローズシステムの補

完として位置づけられている。また異動に関す

る基本方針は人事部が出すものの，実際の異動

の権限はそれぞれ職場にある(佐藤・藤村・八

代[1999])。これまでにも日本企業の人事異動

に関して，その自的，キャリア形成，昇進など

について様々な調査研究がなされてきた(たと

えば日本労鶴研究機構 [1997])。しかし人事異

動システムそのもの，また悶システムにおける

社内人材公募制と傍人の選択については，必ず

しも十分に明らかにされていない。

数少ない社内人材公募制の調査は，労務行政

研究所 [1990，1996a， 1996b， 1998J によっ

て実施されている。向調査によれば，主要企業

(上場企業および同規模の非上場企業)におけ

る社内人材公募制の導入は， 9.9% (1991年)，

13.8% (1993年)， 13.1% 0995年)， 14.7% 

(1997年)と増加傾向にある。とくに主要企業の

うち従業員3，000人以上の企業での導入率は

32.5% (1995年)， 40.7% 0997年)であり，非

主要企業(中堅・中小企業)の導入率3.2%

(1995年， 1997年)に比べ極めて高い。しかし，

これら主要企業においても社内人材公募制は従

来のクローズシステムの補完として位置づけら

れており，同制度の実施は年間 1-3間程震で

ある。また社内人材公募制の対象は新規事業部

門，新規プロジェクト，海外子会社と様めて臨

定されている。応募は上司を通さず，人事部門

へ霞接申し込む方式がとられている。

労務行政研究所によるこの調査[1996bJは，

ある外資(アメリカ)系企業の社内人材公募制

を紹介している。同社においては，人事異動の

基本は社内人材公募制であり，公募される職は

限定されていなし、。ただし対象はディレクター

(部長)職以下であり，応募に際しては誼麗の

上司の了解が必要である。これはアメリカ企業

における社内人材公募制を知るうえで示唆的で

ある。

これまでの謁査研究においては，日米企業に

おける人事異動システム，社内人材公募制，問

システムにおける情報技術の活用の実態は必ず

しも十分に明らかにされていない。そしてその

違いが明確でないまま，アメリカ企業の人事異

動システムが日本より進んでいるとの通念があ

る。

3.調査方法

筆者は1997年4月から2000年2月にかけてア

メリカ企業A社，日本企業J社を訪問し，商

社の人事部およびその他の部門の部諜長，一般

従業員へのインタどューを実施した。また人事

異動lこ関する資料を入手した。そして，両社の

人事異動システムが地社とどのように異なるか

を明らかにするために， 1999年4月から2000年

5月にかけて，日米各3社の人事部長へインタ
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ビューを行った。なお調査対象は，組合員を含

む一般従業員から課長までである O

4.調査余業の概要

調査を実施したアメリカ企業A社は，ガラ

ス・セラミックス関連製品とその部品の製造・

販売を行っているO 同業界において，世界のリー

ディングカンパニーの 1社である。両社は1980

年代後半から1990年代前半にかけて，経営の多

角化とチームワークを主とする労使協調プログ

ラムを推進し，全米でしばしば注目された。し

かし1990年代後半以陣，光ファイパーなど高付

加悩{連事業に経営資源を重点的に担分し，同時

に低採算事業部門を売却するなどいわゆるリス

トラ経営を断行した。工場のブルーカラーは労

働組合に属している。 A社の従業員は17，500人

であり，そのうち3，000名が組合員である。従

業員の平均年齢は40歳代後半である。

調査対象の日本企業J社は，エレクトロニ

クス製品とその部品の製造・販売を行っている。

同社の主要製品は，世界市場でトップクラスの

シェアを占めている。多角化経営と先進的人事

制度の導入には定評がある。 1990年代後半，不

況下の日本経済にあっても飛躍的な増収増益

を続けている。一定の資格(係長クラス)以下

のブ、jレーカラーとホワイトカラーは，労動組合

に組織されている。従業員は11，000人，その

うち組合員は9，500名であり，従業員の平均年

齢は38歳である。

補足的にインタビューを実施したアメリカ企

業3社は，歯磨きなどの家庭用品，プリンタヘ

通信機器の製造と販売を，日本企業3社は洗剤

などの家庭用品，鉄鋼，自動車部品の製造と販

売を行なっている。日米各3社いずれも，それ

ぞれの業界を代表する世界的な大企業である。

5. アメリカ企業A社の人事異動システム

アメリカ企業A社では，定期・不定期人事

異動に関して組合員と非組合員の間に大きな違

いがある。それゆえこの論文では組合員，非組

合員にわけで人事異動システムを分析する。

(1)組合員

組合員であるブ)レーカラーには，定期的な人

事異動システムはなく，必要に応じて不定期人

事異動が行われている。不定期人事異動では，

社内人材公募制が用いられており，少なくとも

1960年代以陣この方法は変っていない。

社内人材公募制は次のように行われている。

公募による求人を希望する部門は，求人用紙を

人事部に提出する。ただし，公募を実施するか

否かの権限は人事部にはなく，あくまで各部門

(職場)にある。その求人用紙は各工場内の掲

示板にはられていたが， 1993年以降コンピュー

タ画面に掲示されている。工場では勤務時間の

前後や休憩時間中に，組合員が列をなしてその

公募額面をのぞきこみ，よりよい条件の職を探

している。保全などの資格が必要な一部の仕事

を除き，組合員は原則的にすべての公募された

職に応募することができる。その擦，応募者は

上司の許可を得る必要はない。

圏1はある求人増報のコンピュータ繭顕であ

る。画面にはその仕事が一時的なものか(Job

Type)，仕事の名称 (JobTitle) ，上司の名前

(Supervisor) ，勤務工場と部門(Plant，Depart同

ment) ，交代勤務の内容 (Shift)，1週間の労

働時間 CHRS)，最低および最高賃金(時給)

CMin. Rate， Max. Rate) ，公募の受け付け

開始と締め切りの日時 CPostingStart Dat邑，

Posting End Date)が掲示されている。また，

その公募に対してこれまでに誰が応募したか，

その応募者の名前 CEmploy日eName) ，所属

CCurrent Plant， Current Dept.)，同社で勤務

を開始した年月 B CService Date) ，そして応

募した臼時 (DateEntered， Time Entered) 

も示されている。応募者情報も掲載されている

のは，異動者の選考にあたって応募者の勤続年

数が重要な決定要菌だからである。
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Emploγee Bid Stat羽

Bid Number 3662 
Job Typ巴 Permanent

Date: 04/15/98 
Time: 15:10:57 

Job Tit1e Finishing Process Oper旦tor
Supervisor W. Shultz 
Plant CA Department ‘ 0020 
Shift ・12“8， 2: 8-4， 3: 4寸2
HRS 40.00 
Min. Rate 10.580 Max. Rate : 11.880 
Posting Start Date: 04/14/98 Posting End Date 04/21/98 

Employee Current Current Service Date Time 
Plant Date Entered Entered 

Gary CA 0020 11/14/88 04/14/98 09:01:47 
John EM 0030 02/19/89 04/15/98 09:10:25 
Mark CA 0010 05/13/90 04/15/98 10:03:14 

関1 組合員向け社内人材公募麹蕊 (A社)

締め切りが過ぎると選考が行われる。 1980年

代前半までは，応募者のなかから同社での勤続

年数が最も長い組合員が擾先的に選ばれた。い

わゆる先任権ルールの適用である。経営側は先

任権ではなく適性能力で選考したいと主張した

が，組合はその申し出に強く反対した。誰がど

のように適性能力を損.IJるのか，適性能力による

選考は経営側のえこひいきにつながるのではな

いか，また組合員の組合離れをひきおこすので

はないか，というのが組合棚の主張と懸念であっ

た。そして組合は，組合員の能力と企業への貢

献度をはかるのに勤続年数はよりよい基準であ

り，それ以上にフェアなルールがない限り，先

任権lレールは適用され続けるべきだと主議した。

しかし，厳しい企業環境に直面した1980年代後

半の労使の譲歩交渉において，選考ルールは先

任権のみから先任権と適性(技能)へと変更さ

れた。しかし，実際にはいまも勤続年数という

先任権ルールのみで選考は行われている。

すべての組合員が，時給の安い仕事から高い

仕事へ異動すると思われるのだが，実際lこはA

社の組合員たちは巽動に関して様々な選択を行

なっている。すなわち，ある組合員たちはそう

した下から上への巽動そ選択しているが，別の

組合員たちは最低時給の仕事をし続けている O

またそうしたはっきりしたパタンでなく，時給

の高い仕事と低い仕事の間を行き来している組

合員たちも存在する。その理由のひとつは， レ

イオフに伴う否応無しの低い時給への異動(パ

ンピング)である。いずれにせよ，多くの異動

は組合員自身の選択によるものである。この社

内人材公募制は，仕事に対する個人の強い選択

権を組合員に与えているが，組合員が勝手に異

動してしまうため，職場のニーズに基づく技能

形成ができないという問題点もある。それゆえ，

A社では異動した後の一定期間は再異動させ

ないというルールを検討している九

(2)非組合員

A社では主に 2つのグルーフoの非組合員に

対して，定期的な人事異動を実施している。ひ

とつはエ 1)ートコースを歩む幹部候補生たち

(high-potential or fast-track employees) で

3)アメワカのある臼系自動車部品工場でも社内人材公

募制を導入したが， At土と同様に戦場の技能形成

に支障をきたした。それゆえ公募に伴って引き:続き

起こる4つめの募集は，社内からではなく社外から

行なうこととした。なお， こうした社内人材公募昔話

による幅広い頻繁な巽動は，自動車・電機産業にお

ける短い昇進ルート (jobladder)の仕事にみられ

る現象である (Shibata[f orthcomingJ)。
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ある。誰が幹部候補生になるかは，学歴，それ

までの職務経験，入社後3-4年閣の仕事の実

績によって決められる。いわゆる「はやい昇進」

(小池 [1999J)であるO しかし，その従業員が

幹部候補生にふさわしいか否かは毎年チェック

される。定期人事異動が適用されるもうひとつ

の非組合員クソレープは，財務，人事，そして技

術部門のいくつかのポジションに就く従業員た

ちである。 2つのグループの定期的人事異動は，

経営側主導により行われる。

A社では組合員同様，非組合員においても

必要に応じて行われる不定期人事異動が一般

的である。 1980年代までは，経営側主導のイン

フォーマノレな社内人材公募制による不定期人事

異動が行われていた。インフォーマルな社内人

材公募制とは，隈定された職に対し，人事部と

部門長のみがその求人情報を保有し，部門長の

判断で求人情報を部下に提供したり，部下たち

が部門長にその情報を間きに行くという方法で

ある。しかし， 1993年以降，社内人材公募制に

コンピュ…タが導入されたのと同時に，同制度

の利用は一気に拡大した。そして組合員同様，

非組合員のすべての不定期人事異動は，原則的

に社内人材公募制によって行われるようになっ

た。しかし，重要な人事については社内人材公

募制と並行して人事委員会が設置され，候捕者

探しが行われている。最終的に人事委員会によ

る候補者が選は‘れることも多い4)。社内人材公

募制の対象となるのは諜長以下のポストで，新

規事業に限らずすべての職に対してである。応

募者は上司の許可を得る必要がある。上司は本

人の意向を尊重するが，職場のニーズ、から応募

を思いとどまらせる場合もある。選考は求人職

場の管理職と，必要に応じて人事部門により，

書類選考と面接を通じて行われる。

図2，図3はA社の非組合員向け社内人材

4)筆者の日本企業へのインタビューによれば，アメリ
カ企業において社内人材公募制とこうした経営主導

の人事委員会が並行して異動対象者を探しているこ

とを，多くの日本企業の人事部は認識していない。

公募制の，あるコンピュータ画面である。鴎2

に見られるように， A社には常時様々な求人
がある。そのうちたとえば社内人事コンサルタ

ント(OpeningNo. 960811， Functional Area 

= HUMAN RESOURCES， Salary口 48冊49，

Position Title= HU班ANRESOURCE CON 

SULTANT)の求人情報関商(堕 3)を見る

と， その求人ポストの上司の名前(HIRING

MANAGER)，所賭する部F号 (DIVISION，

DEPARTMENT)，所在地 (CITYなど)，そし

て選考にあたってすでにその地域で鶴いている

従業員が優先されるか (Preferencefor local 

candida tes?) などがわかる。また次の画面

(図3(続き))には資格要件，すなわち学控・

専攻(DESIREDDEGREE， MAJOR)，犠務

経験年数 (Yearsof equivalent experience)， 

仕事における役割・内容 (ROLE，POSITION 

SUMMARY)，そして求められる能力(コン

ピタンシー)(CRITICAL COMPETENCIES) 

が示されている。そして，この求人に対し人事委

員会がすでに選んだ有力な候補者がいるのかも

わかる (Hasa Candidate been identified?)。

求められる能力は戦略的思考 (STRATEGIC

THINKING) ， 管理技能 (SUPERVISORY

SKILLS)，人事に関する技能 (HRskills) と

抽象的で具体性に欠ける表現もあるが，全体的

にシステマティックに求人情報が提供されてい

る。

A社の人事部長は，社内人材公募制はイン

タビューなどの選考プロセスに時間がかかりす

ぎコスト高ではあるが，よりよい人事異動には

やむをえないと述べている。いずれにせよ， A

社において社内人材公募制は定着しているとい

える。

( 3 )情報技術

A社の組合員・非組合員の社内人材公募制に

コンピュータが導入されたのは1993年であるが，

より多くのしかも詳細な公募情報が平く提供さ

れるようになったため，以前よりも応募しやす
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Openin藍No Functional Area 邑並立 Position Title 

960486 PLANNING. PURCHASING. LOGISTIC 46 47 SR‘CORPORA TE BUYER 
960378 R忍SEARCHAND DEVELOPMENT 47 49 PROJECT ENGINEER SYSTEMS 
960789 ENGINEERING 47 49 DISTRIBUTION CENTER MANAGER 
960695 ENGINEERING 47 SUPERVISOR. SM CORE ENGINEERI 
960684 INFORMATION SERVICES 47 48 TECHNICAL ARCHITECT 
960680 MANUF ACTURING 47 SECTION SUPERVISOR DIEDEL OPER 
960167 SALES. MARKETING. SALES ENGINE 48 49 INTERNATIONAL MARKET DEVELOPME 
960301 MANUF ACTURING 48 DEPARTMENT SUPERVISOR 
960726 ENGINEERING 48 SUPERVISOR OPTICAL/PHYSICA 
960773 ENGINEERING 48 50 SR. MANUFACTURING ANALYST 
960811 HUMAN RESOURCES 48 49 HUMAN RESOURCE CONSUL T ANT 
960809 PLANNING. PURCHASING. LOGISTIC 48 49 PURCHASING MANAGER 
960779 ENGINEERING 48 QUALITY ENGINEERING SUPERVISOR 
960351 SALES. MARKETING. SALES ENGINE 48 49 INTERNATIONAL MARKET DEVELOPME 
960630 ENGINEERING 48 SUPERVISOR MECHANICAL TESTIN 
960320 ENGINEERING 49 SR. PROJECT ENGINEER SYSTEMS 
960775 SALES. MARKETING. SALES ENGINE 49 SUPERVISOR. BUSINESS DEVELOPME 
960609 MANUF ACTURING 49 50 PRODUCTION SUPERINTENDENT 
960759 RESEARCH AND DEVELOPMENT 49 50 SUPERVISOR. FIBER DEVELOPMENT 

5霊2 非級会員向r:l"社内人材公募酒l!ii(A社)

C FIRM PLACEMENT SYSTEM (CPS) HELP REQUISITION INQUIRY 

OPENING NUMBER: 960811 CLOSING DATE: 09/19/98 

GENERAL INFORMATION: ANNOUNCEMENT DATE: 09/06/98 

HIRING MANAGER: JIM KRUEGER HIRING MGR PHONE: 223叩6709

JOB POSITION TITLE: HUMAN RESOURCE CONSUL T ANT 
SALARY GRADE RANGE: 4ふ49 FUNCTIONAL AREA: HUMAN RESOURCES 
OPTIONAL FUNCTIONAL AREA: PLANNING. PURCHASING. LOGISTICS 
DIVISION: MATERIALS MANAGEMENT DEPARTMENT: C FIRM PROCUREMENT 

M且ynominees contact you for mor巴information?(Y /N) Y 
Please list the nam出 ofindividuals to contact for more information: 
NAME: KAREN MADISON PHONE: 223-6200 
NAME: PHONE: 

LOCATION: C FIRM PROCUREMENT 
CITY: 

Pref erence f or local candid且tesつ(Y/N)Y 

DIVISION HRM 

]ヨLDG/PLT:DECKER BUILDING 
STATE: NY 

E-MAIL 

留3 非組合員向け社内人材公募E盤面(人事磁) (A社)
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QU ALIFICATIONS: 

EDUCATION: DESIRED DEGREE: B. S. MAJOR: NO SPECIFIC REQUIREMENTS 

5 Years of equivalent experience in: H/日ORLINE 

ROLE: FUNCTIONAL LEADER 
POSITION SUMMARY: 
Provide Human Resource services to Materials Management 

CRITICAL COMPETENCIES: ADDITIONAL SKILLS: 
1. RELA TIONSHIP BUILDING 1. VALUE THE INDIVIDUAL/DIVERSITY 
2. STRATEGIC THINKING 2. SじPERVISORYSKILLS 
3. STRATEGIC INFLUENCE 3. FEEDBACK COACHING SKILLS 
4. HEN日STYAND INTEG RITY 4. PROBLEM SOL VING F ACILIT A TION 
5. MARKET/CUSTOMER ORIENTATION 5. RESUL TS ORIENTED 

UNIQUE/SP日CIALREQUIREMENTS (eg/working hours， % traveD 
Additional skills continued: Confidentiality， HR skills 

狂乱sa Candidate been identified? (Y /N) N 

jgJ 3 (続き) 非組合員向11社内人材公募画面(人事織)(A社)

くなったと従業員たちは語っている。その結楽，

応募者はコンビュータ導入前より20叩30%増加

しており， 1990年代後半においては，組合員・

非組合員を対象とした社内人材公募の件数は年

間600-700件に達している。社内人材公募制に

おける情報技術は，公募情報の即時性・公開性・

共有化を高め，また従業員の一層の参加を促進

したといえる。

A社の人事情報システムにおいても，情報

技術は活用されている。この人事構報システム

は1990年代前半にコンピュータ化され，正規従

業員会員の人事情報を網羅している。人事情報

の内容は従業員に関する基本情報，自己申告制

度を通じての異動希望情報などである。しかし，

あくまで職務・仕事に関する情報に厳しく限定

されている。この人事情報システムにアクセス

できるのは従業員本人，人事部，事業部長・工

場長などの限られた管理職のみであるO 経営側

がインフォーマルに異動対象者を探す時，人事

部に依頼してこの人事情報システムから候補者

をリストアップしてもらうというのが，このシ

ステムの一般的な利用法である。

6. B本企業J社の人事異動システム

アメワカ企業 A社とは異なり， 日本企業J

社には組合員，非組合員の人事異動システム

に大きな違いはなL、。それゆえこの論文では，

定期人事異動と不定期人事異動にわけで分析す

る。

(1)定期人事異動

J社では1980年代に，大卒事務・技縮系従業

を対象に，入社10年以内に 2-3の異なる職

種を経験させるという定期人事異動システムが

存在した。しかし，そのシステムは徹底されず，

有効に活用されなかった。そこで1993年，自立

したプロフェッショナル人材の育成をめざす新

しい定期人事異動システムがスタートした。持

システムの対象は J社の組合員，非組合員全

員である。組合員に対しては30歳までに l度は

異動すること，そしてその後は 5年ごとにキャ

リアに蕗じて異動することが諜せられた。非組

合員の管理職に対しては，同一ポストに 5年以

上留まらず異動することが求められた。そこで

の組合員，非組合員における異動とは，職務分
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類上の「小分類を超えることJである。 J社の

職務分類における大分類とは，管理，生産管理・

購買調達，営業，研究開発，設計，生産技術，

製造であり，たとえば管理のなかの中分類には

人事，広報，総務，経営企画，財務が含まれる。

人事のなかの小分類は採用，労務，研修，福祉

などであり，少なくともこれら小分類の聞を越

えることをJ社では異動とよんだ。

定期人事異動においては，まず上記のルール

に基づき，人事部が異動対象者をリストアップ

する O 人事情報システムのなかの自己申告!情報

を用いて，上司は異動対象者と面接し，その対象

者の巽動が適当か否かを判断する。異動が適当

と判断された場合，上司はその旨を人事部に報

告する。一方，要員の補充・強化が必要な場合，

それぞれの職場は要員申請書を人事部に提出す

る。職場からのこうした要員申議書と，さきの

異動対象者情報を照らし合わせ，人事部は定期

人事異動を進める。ただし，実際の異動を最終

的に決定するのは，あくまでもそれぞれの職場

の管理職である。

しかし，この定期人事異動システムは必ずし

も定着しているとはいえなL、。異動対象者のう

ち実際に異動した者は総合員では46%，非組合

員では43%(ともに1996年)であった。そして

その後も異動率は変わらないか，幾分低下額向

にある。定期人事異動が低調なひとつの理由は，

人事部が定期人事異動を強制できないことにあ

ると人事部では分析している。

J社にはアメリカ企業 A社のように，入社

3 4年以内に幹部候補生を選びエリートコー

スを歩ませるという定期人事異動は存在しなし、。

J社において幹部候補生がはっきりしてくるの

は， 35歳くらいからである。いわゆる「おそい

昇進J(/J¥池 [1999J)である。 J社の経営がー

グローパル化するなか，世界的規野で経営を

行える上級管理職を養成することが急務だと開

社の人事部は考えている。そのためアメリカ企

業のように，早い段階で幹部候補生を選び育成

したいとしているが，実際には幹部候補生以外

の従業員のモラールダウンを懸念し，アメリカ

企業に見られるようなはやい選抜システムは導

入されていない。

( 2 )不定期人事異動

J社では，定期人事異動よりもむしろ不定期

人事異動が一般的である。不定期人事異動のほ

とんどはインフォーマルな経営主導によって行

われているが， 1980年代には鴎品のデザイン職

を対象とした社内人材公募制も用いられた。そ

の後J社の人事部は，希望する仕事にチャレン

ジさせることは，従業員に対するよりよい動機

づけであると考えるようになった。そこで従業

員のキャリア意識の醸成と組織の活性化を目的

に， 1990年新たな社内人材公募輔が導入された。

J社の社内人材公募制は次のように進められ

る。公募による求人を希望する部門は，求人申

請用紙に申請理由，職務内容，職務の PR，募

集人員，勤務地，応募資格を記入し人事部に提

出する。応募資格構には求められる職務経験年

数，年齢，社内の職能資格制度における等級，

英語力 (TOEIC点数)が書き込まれる。アメ

リカ企業A社の募集要項には，幾分抽象的で

はあるがいくつもの求められる能力(コンピタ

ンシー)が記載されていた。それに比べ J社

の場合は，能力に関しては英語力のみであるO

求められる能力を詳細に記載しなくても，職務

内容から判断できると J社は考えているo J社

の人事部では公募が認められる職議を，新規事

業化のための職種，海外事業関連の職種，戦略

的に人材を記置すべき部門の職種と限定してい

る。いずれも組合員の仕事である。人事部が認

めた公募は， A社のようにコンピュータによっ

てではなく，社内報と社内掲示ポスターによっ

て従業員に知らされる。

J社の応募者は上司の許可なく，直接人事部

へ応募用紙を提出できる。申請者は応募用紙に

現在の所属部門，職能資格等級，職歴，応募の

動機，自己PRを記入する。応募者の選考は申

講部門の責任者と必要に応じて人事部により，
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書類と面接により行われる。面接は平日の勤務

時間外，休日，あるいは年休特に実施される。

採用された場合は，申請者本人と現在の上司に

連絡され，上司はその異動を受け入れなければ

ならない。不採用の場合は，申請者本人にのみ

通知される。実際の異動は，決定後3ヶ月以内

に行なわれる。巽動が発生した職場での補充の

人事異動は，優先的に行われることとなってい

る。

J社では1990年から1999年までの閣に，社内

人材公募を5回実施している。 1田自は20名の

募集iこ対して応募者は30名，実際の異動者は11

名であり 2回目の公募では募集が16名に対し

応募は24名，実際に異動したのは12名であった。

公募の対象となったのは，新規および重点、既存

事業の技術者と，新規フ。ロジェクトのメンバー

であった。公募回数が5回と低調だった理由は，

1990年代前半は毒事業もふるわず新たに人材を投

入する必要がなかったこと，そして社内人材公

募を行ったあとの補充人事が難しいことにある

と人事部では分析している。一方，従業員たち

も社内人材公募に対しあまり積極的ではなかっ

た。従業員たちが同制度に慣れていないという

だけでなく，具体的な職種を募集されでも，は

たして自分がその仕事をできるのか判断できず

自信もないというのが，従業員たちがあげた理

由である。そして，人事異動は公募によって決

めることではなく，基本的に上司と部下の話し

合いで決めることだという共通の認識を，経営

側と従業員はいまも堅持している。

( 3 )情報技術

J社の社内人材公募制は文書を用いて行われ

ており，コンピュータによる情報技術の科用は

ない。一方，正規従業員全員の人事情報を網羅

する人事情報システムは1993年にスタートし，

そのコンピュ…タ化は1996年に行われた。人事

構報には従業員の基本構報に加え，アメリカ A

社の人事情報システムには含まれていない家族

構成，査定結果，そして異動に関する詳細な自

己申告情報が盛り込まれている。

異動に関する自己申告情報は，過去の主な業

務実横，現在の業務概要(仕事量，能力，関心，

適性，やりがい，満足度)， キャリア形成にお

ける「軸J(核となる導門性，仕事を進めるう

えでのドライビングフォース)，その軸の今後

の展関，第1・2異動希望(職種・製品・エリ

ア・時期)からなり，従業員本人と上司が記入

する。また従業員は海外勤務希望についてイン

プットする。人事構報へアクセスできるのは従

業員本人，誼接の上司，そしてその従業員より

上位の管理職金員である。アメリカ A社に比

べ，より多くの情報がより多くの管理職によっ

てアクセス可能となっている九

J社の人事情報システムはアメリカ A社よ

り充実しているが， J社の従業員は自分のキャ

リア形成のために， この自己申告情報を積極的

に用いていない。また，管理職も海外赴任候補

者を探す場合などに限りこの人事情報システム

を用いており，必ずしも有効活用しているとは

いえなL、
7.結論

Henemanたち[1989Jや MilkovichとBouふ

reau[1997Jが指摘したように，調査したアメリ

カ企業A社の人事異動においても，経営側が

インフォーマルに異動対象者を探すクローズシ

ステムと，社内人材公募制を用いたオープンシ

ステムが存在する。定期人事異動はこのクロー

ズシステムにより実施されており，ファースト

トラックとよばれるエリートコ…スを歩む幹部

5 )仕事に箆接関係のない家族情報が掲載され，多くの

管理殺がこれらの情報を入手できることは問題にな

らないかという私の質問に対し.J社の人事部長は

「家族情報がオープンになっていることは見直しが

必要かもしれない。しかし，上位管理事量が個人情報

にアクセスすることは業務上必要であり，また乱用
されないよう最初のアクセス特に警告を出しているj

と答えている。
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候補生と，経理・人事などの部門の一部従業員

に対して適用されている。しかし， A社では

むしろオープンシステムの社内人材公募制によ

る不定期人事異動が一般的である O 情報技術を

活用した社内人材公募制においては，組合員の

場合，先任穫のjレールに基づ、き，応募者のなか

で最も勤続年数の長い組合員が擾先的に選ばれ

異動する。非組合員の場合は勤続年数ではなく，

異動先の部門による面接などによって決定され

る。重要な人事の場合は，社内人材公募制と並

行して人事委員会が設寵され，インフォーマル

に候補者を探す。

日本企業J社には， クローズシステムによ

る定期人事異動と，クローズシステムとオープ

ンシステムによる不定期人事異動が存在する。

1993年，同社は全従業員を対象にプロフェッ

ショナルな人材育成をめざす新たな定期人事異

動制度をスタートさせた。しかし，その定期人

事異動は必ずしも有効に機能していない。むし

ろ経営側主導のクローズシステムによる不定期

人事異動が一般的であるが， 1990年にはオープ

ンシステムの社内人材公募制を導入した。しか

し，労務行政研究所 [1990，1996a， 1996b， 

1998Jの調査結果と同様， J社においてもその

利用は新規・重点事業の技術者などの募集に限

定され， しかも1999年までに 5田実施されただ

けである。また，悶社の人事情報システムには，

アメリカ A社よりも多くの情報が蓄積されて

いるものの，その活用は十分ではない。

補足的に実施されたアメリカ企業3社の人事

部長へのインタピューによると 3社の人事異

動システムは基本的に A社とほとんど同じで

ある Oただし，家庭用品企業では多くの不定期人

事異動が社内人材公募制によって行われている

ものの，一部の不定期人事異動はインフォーマ

ルな経営側主導によってのみ実施されている。

一方， 日本企業3社へのインタどューによると，

伝統的な鉄鋼会社ではその大卒事務系従業員に

対して，徹麗した定期人事異動が実施されてい

る。また，インタビューした 3社の人事情報シ

ステムは， J社ほど充実していなし、。それ以外

の基本的な特徴においては， J社と日本企業3

社の人事異動システムに大きな相違はなかっ

た6)。

筆者の謂査は，人事異動における「フ。ロセスJ

と「決定J，そして偶人の「参画JIこ関して，
日米関に次のような違いを見出している。まず

人事異動のプロセスにおいて，アメリカ企業で

は社内人材公募制の活用が徹底している。また

「仕事に限定された情報への限られたアクセスJ

ではあるものの，情報技術は有効に活用されて

いる。一方，日本企業においては社内人材公募

制は浸透しておらず，また「多くの情報への多

数のアクセスjという特徴はあるものの，情報

技術は十分に活用されていなし、。しかし，人事

異動の決定においては，アメリカの組合員の場

合を捺けば日米関に大きな違いはなく，いずれ

も最終的には経営側が決定しているO すなわち，

人事異動の臼米関の違いはそのプロセスにあり，

アメリカ企業は日本企業よりも人事異動のプロ

セスの公開性，共有化，個人の参画において充

実しているといえる。

日米間には，なぜこのような違いが存在する

のか。アメリカの職場は「不安定濯用のなかで

の独立性JCindependence with job instability) 
を， 日本の職場は「安定麗用のなかでの統合性J

Cint邑grationwith employment stability) を
特徴としている CShibata[forthcoming]) 7)。

6) Aoki [1988]は日本型組織の「情報棒造の非集中と
人事管理の集中Jを.im洋型綴織の「情報構造の集
中と人事管理の非集中jと対比させた。 Aokiの指
織する人著書管環の特徴は，筆者の調査でもしばしば

発見された。しかし，人事異動システムに限ってい

えば，日本企業の人事異動は一見集中的だが実際は

非集中的であり，その傾向は最近刊層顕著になって

いる。すなわち，アメザカ企業に比べ日本会業には

全社的な定綴人事異動は存在するが，実際にはそれ

ぞれの磯場主導による不定期人事異動が一般的であ

り，また以前に比べ本社人事部機能は限定され，コー

ディネーション機能に徹するようになっている。

7) Brownたち[1993]も同様の白米比較を行っている。

彼女らはアメリカの藤沼システムは，狭く長良定的な
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こうした環境のなか，アメリカ企業ではキャワ

アを決定するのは従業員倍々人で、あり，それゆ

え翻人の選択をより保証した社内人材公募制が

一一般的で定着しているといえる。一方， 日本企

業では経営側が麗用確保に努めているがゆえに，

従業員のキャリア決定権は個人よりもむしろ経

営側にあり，経営側主導の異動が一般的になっ

たと考えられる。

日米企業における人事異動システムに関して

は， 3つの研究課題が残されている O 第 1に，

より多くの企業における深い調査が必要である。

とくに雇用確保が揺らぎはじめた1990年代後半

以降の日本企業において，経営側主導の定期・

不定期人事異動に変化がないかを明らかにする

必要がある 8)。第2に日本企業の人事異動シス

テムのプロセスには，本当に公開性と個人の参

画が欠如しているのかについてである。社内人

材公募鞘は浸透していないかもしれないが，そ

れにかわる公開性と参画を満たす制度が機能し

ているのかもしれなL、。その点を探りたし、。最

後に，人事異動の決定における情報技術の活用

についてである。小川[2000Jによると， 臼本の

流通チェーン!苫(コンビニ)では情報技術を

有効に活用し流通管理を行なっており，とくに

発註の決定における情報技術と人間のやりとり

に関しでは，日本のコンビニはアメリカのコン

ビニを凌いでいるという。はたして人事異動の

決定においても情報技術の有効活用は今後可能

署員務分類，敵対的労使関係，最小般のトレーニング

によって，日本の企業は援用確保，従業民参加，逮

統的トレーニングによって特徴づけられると主張す

る。そしてそれぞれの主主主主は相互補完約であるため

に， 臼米企業開で、各委主主を部分的に導入することは

lAl難であるとする。

8)筆者のインタビューによれば，日本のソニーではア
メ1)カ企業と!可様に， 20年以上前に社内人材公募市IJ

を導入し定務させている。対象はホワイトカラーの

課長戦以下であり，主主波技術，営業などの部門での

公募が多い。応募資格は日本の他社と同様に.fガッ

ツのある人jなどとあいまいである。しかし，なぜ

臼本金業のソニーにおいて社内人材公募制が定着し

ているのか，興味深い研究課題である。

なのか，日本企業に優位性がありうるのかを探

りfこL、9)。
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